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第５４回社会資本整備審議会計画部会及び 

第５２回交通政策審議会交通体系分科会計画部会 

令和７年６月２７日 

 

 

【交通政策課企画室長】  定刻になりましたので、ただいまから第５４回社会資本整備

審議会計画部会及び第５２回交通政策審議会交通体系分科会計画部会の合同会議を開催い

たします。 

 冒頭の進行を務めます、国土交通省総合政策局交通政策課企画室の野津でございます。

よろしくお願いします。 

 本日はお忙しいところ本部会に御参加いただきまして、誠にありがとうございます。 

 本日は全３１名の委員のうち１９名の御参加となります。 

 大日方委員におかれましては、御出席の予定でしたが、御都合により急遽欠席との連絡

を頂戴しております。また首藤委員より１１時半頃に他業務により御退席される旨お聞き

しております。また本日、一般社団法人日本経済団体連合会常務理事の岩村委員が御欠席

でありますが、専門的な御意見をいただくために、日本経済団体連合会産業政策本部上席

主幹の脇坂様に御出席いただいております。 

 よって社会資本整備審議会令第９条第３項及び交通政策審議会令第８条第３項に定める

定足数を満たしておりますことを御報告いたします。 

 次に、議事及び資料の公開について申し上げます。 

 本日の計画部会は、社会資本整備審議会運営規則第７条第１項及び交通政策審議会運営

規則第７条第１項の議事の公開により、原則として公開することとされております。本日

の会議も公開で開催いたしますので、あらかじめ御了承ください。なお、本日お配りして

おります両計画の骨子案につきましては、これまでの計画部会での御議論を事務方で取り

まとめたたたき台であり、各委員の皆様の案に対する御意見の反映前であるため、今回は

出席者の皆様のお手元で御覧いただくのみとして非公開とさせていただければと思います。

この点につきまして、あらかじめ御了承をお願いいたします。 

 次に、本日の会議形式はオンライン併用で開催いたします。カメラ及びマイクは通常オ

フの状態で、御発言する際にカメラ及びマイクをオン、発言を終えられましたらオフとし

てください。傍聴の皆様は円滑な会議運営のため、カメラ・マイクをオフの状態での傍聴
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に御協力をお願いいたします。 

 また、会議室での御参加の皆様は、御発言される際、机上のマイク真ん中の銀色のボタ

ンを押してください。赤色が点滅していればオンとなっております。発言を終えられまし

たら、もう一度銀色のボタンを押してオフとしてください。 

 オンラインで御参加の方々の中で映像や音声通話に不都合が生じた場合、チャット機能

にてお知らせいただくか、または事前に御案内の緊急連絡先にお問合せください。 

 それでは、計画部会の開会に当たりまして、国土交通省総合政策局長の塩見より御挨拶

を申し上げます。 

 塩見局長、よろしくお願いいたします。 

【総合政策局長】  おはようございます。総合政策局長の塩見でございます。 

 小林部会長、竹内部会長をはじめとしまして、委員の先生方には大変お忙しい中、この

会議のためにお時間を割いていただきましたこと、改めて深く申し上げます。ありがとう

ございます。 

 この計画部会でございますが、国土交通省の重要な政策でありますインフラ政策、そし

て交通政策の基本につきまして、国だけでなく、自治体の方、民間企業の方も含めて、今

後の在り方をみんなで共有できるような計画をつくること、みんなにとっての羅針盤とな

るにふさわしい計画をつくることが任務であります。 

 これまで２つの計画につきまして、一体的な御議論をいただいてまいりました。本日か

ら、新しく若いお二人の先生方にも御参画をいただいておりまして、この部会の任務であ

ります中長期の政策の方向性を議論するにふさわしい専門的な御知見、そして若いお立場

から御参画いただくことになります。どうか忌憚のない御意見を賜れればと思っておりま

す。 

 昨年の４月からこの検討を始めまして、議論を重ねてまいりました。これまでに、今後

の社会の姿などを展望し、今後の政策の基本的な方向性、重要な政策などの御議論をいた

だいて、おおむね計画の骨格は定まってきたと思っております。本日はこれまでの議論を

踏まえまして、今後の計画づくりに向けた骨子案ということで、一番大事なところにつき

まして、御議論を賜りたいと思います。 

 いよいよこの議論も最終コーナーを回ってまいりまして、これから取りまとめの段階に

なってまいりますので、くれぐれもよろしくお願い申し上げたいと思います。 

 本日も幅広く、御意見を賜りたいと思っておりますが、私としては２つ、大きな課題が
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まだ残っているかなと思っております。 

 一つは、インフラ政策と交通政策。この２つは、車の両輪であると思っております。し

たがってこの部会でも、一体で御議論いただいてまいりましたが、資料としては全く別の

顔つきをした資料ということになっております。 

 ２つの政策が、部会は一つだけど中身はばらばらということにならないように、より一

体性の高い計画に仕上げていく必要があるのかなと思っております。それには見せ方の問

題といいますか、御説明の仕方の問題ももちろんあるとは思いますけれども、それぞれの

計画にそれぞれの相手方の計画の大事なエッセンスをきちんと入れ込んでいくということ

も大事なのではないかと思っておりまして、それぞれの計画の中でまだ十分、そういう意

味で書き込めていないところについては、なお充実させていく必要があるのかな、両方の

計画の一体性という意味で、なお検討していく必要があると思っております。 

 もう一つは、今年１月に発生しました八潮市での事故の関係でございます。前回のこの

場でも御意見を賜りました。インフラの老朽化に対する国民の御意見、御関心が高まって

いる中で、今後のインフラマネジメントをどうしていくのかということについては、なお

一層、記載を充実させていく必要があるのだろうと思っております。この計画部会とまた

別に老朽化対策についての議論もまた別途いただいているところでもあります。そういう

御議論も挙げさせていただき、また、この場での御意見をしっかり賜って、インフラの老

朽化のマネジメントの在り方についての記載の充実ということについても、しっかり考え

ていかなければならないかなと思っております。 

 この点に限らず、幅広く忌憚のない御意見を本日賜りまして、これから始まります最終

段階の取りまとめに向けまして、よりいい計画ができますように、先生方の御知見を賜り

ますことをお願い申し上げまして、冒頭の御挨拶とさせていただきます。 

 本日もどうぞよろしくお願いを申し上げます。 

【交通政策課企画室長】  続きまして、新しく委員に御就任された皆様の御紹介に移ら

せていただきます。このたび社会資本整備審議会及び交通政策審議会の計画部会では、新

しく２名の委員が御就任されておりますので、御紹介させていただきます。 

 まず、東京大学空間情報科学研究センター准教授の新保奈穂美委員です。 

【新保委員】  新保と申します。よろしくお願いいたします。 

【交通政策課企画室長】  続きまして、株式会社都市空間総合研究所代表取締役、東京

都市大学建築都市デザイン学部都市工学科秋山研究室准研究員、水谷昂太郎委員です。 
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【水谷委員】  水谷と申します。よろしくお願いいたします。 

【交通政策課企画室長】  続きまして、本日の資料につきまして御説明いたします。 

 本日の資料は配付資料一覧にありますとおり、全部で８点ございます。議事次第、委員

名簿、資料１から４、参考資料１、２となっております。不備等ございましたら随時事務

局までお知らせください。なお、資料は議事進行に合わせて事務局にてモニターに共有い

たします。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 なお、報道カメラの撮影はここまでとさせていただきます。これ以降の進行は社会資本

整備審議会計画部会長の小林部会長にお願いしたいと存じます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【小林部会長】  それでは、皆様よろしくお願いいたします。小林でございます。 

 事務局からの次期社会資本整備重点計画及び交通政策基本計画の骨子案について御説明

を受けた後、意見交換を行いたいと思います。委員の皆様におかれましては、忌憚ない御

意見をいただければと思っております。 

 それでは、議事に入ります。 

 本日の議事は、２点ございまして、最初は次期社会資本整備重点計画の骨子案について、

２点目に次期交通政策基本計画の骨子案についてということになっております。それぞれ

資料に基づいて御説明いただいた後、これらの意見に関して意見交換をまとめて行いたい

と思います。 

 オンラインで出席の方におかれましては、御意見、御質問の際は、手を挙げる機能で発

言を希望する旨をお知らせください。私から発言者を指名させていただきます。 

 それでは、まず、資料１及び２についての説明をお願いいたします。 

【社会資本整備政策課長】  社会資本整備政策課長の西山でございます。 

 まず、お手元の資料１に沿いまして、御説明をさせていただきます。 

 次期社会資本整備重点計画の骨子案についてです。１ページ目を御覧ください。今回御

議論いただくことと今後の進め方についてです。前回２月に重点目標ごとの政策の方向性

等について御議論を賜ったところでございまして、赤い囲みの部分ですが、今回、次期計

画の主な構成と次期計画の骨子案について御審議を賜りたいと考えています。骨子案につ

きましては、先ほど冒頭御紹介ありましたとおり、非公開とさせていただいております。 

 そして本日いただきます様々な御意見を踏まえて、計画の素案のさらなる充実を図ると
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ともに、八潮市の道路陥没事故につきまして、有識者会議で下水道以外のインフラについ

てもさらなる御議論が進められているという状況を踏まえ、インフラの老朽化対策につき

ましてなお一層の内容の充実を図る、このような２つの作業を中心に、次回、夏頃を想定

していますけれども、次期計画素案について審議を進めてまいりたいと考えております。 

 その後、計画部会を２回程度開催して、閣議決定につなげてまいる、このような進め方

を想定しております。 

 続いて２ページ目を御覧ください。骨子案の主な章立てについてです。御覧のように、

大きく４つの章立てを想定しています。 

 まず、第１章「社会資本整備を取り巻く社会経済情勢の変化」といたしまして、昨年４月

以降、３回の各部会で審議をいただいた内容を踏まえて、社会経済情勢の変化などについ

て記載をしてまいります。 

 次に、第２章といたしまして、「中長期を見据えた社会資本整備の方向性」という章です。

こちらは大きく４つの節で構成しています。 

 まず、第１節ですが、「社会資本整備を通じて重点的に対応すべき社会課題」といたしま

して、先ほどの第１章で整理した様々な社会経済情勢の変化を踏まえて、インフラ整備が

これから中長期的に対応していくべき社会課題について整理して、それぞれ目指す姿を提

示してまいります。 

 次にこれを踏まえ、第２節「４つの重点目標と、その実現に向けた政策の中長期的な方

向性」として、第１節の目指す姿に対応した４つの重点目標、これは昨年９月、今年２月

の計画部会で御審議賜った事項をベースとしてまいりますが、この４つの重点目標を設定

いたしまして、各重点目標について中長期的な方向性を示してまいる、このような構成に

なっております。社会資本整備重点計画が中長期のインフラ整備の羅針盤として機能して

いく上で、この中長期的な方向性の部分、極めて重要な内容をなすものと考えておりまし

て、さらなる充実を図ってまいりたいと考えています。 

 続いて第３節です。新たなインフラマネジメントの方針としまして、こちらは昨年９月、

今年２月の部会で御審議賜りました新しいインフラマネジメントの方針の体系化について、

その内容や実効性の確保、それを実効的に進めていく上での国民の方々の理解の醸成等々

について、記載を盛り込んでまいりたいと考えています。 

 そして第４節「持続可能で質の高い社会資本整備を担保する措置」としまして、安定的、

持続的な公共投資の必要性などについて記載をしてまいります。 
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 以上が総論の部分でありまして、次に第３章に重点目標ごとの「政策パッケージ」と重

点施策、ＫＰＩについてお示しをする構成としております。まず、こちらは第１節・第２節

と２つの節で構成しておりますが、第１節のところで、重点目標、政策パッケージなど幾

つか用語が出てまいりますので、これらの関係性について、各重点目標について設ける政

策パッケージと重点施策、また重点施策の指標とＫＰＩ、それぞれの関係性について記載

をいたします。 

 その上で第２節として、こちらが第３章の大宗をなす部分になってまいりますが、第２章

で整理した各重点目標に沿って、個別の重点目標について事業の概要等々を記載していく、

このような構成を想定しております。こちらでは各重点目標について、現状と課題を整理

した上で、政策パッケージごとに重点施策をお示しする、そして重点施策についてその進

捗状況を図るための指標を設定しまして、その中でも政策パッケージの全体的な進捗を示

す代表的な指標につきまして、ＫＰＩとして設定する、このような構成で考えております。 

 本日お示しをしております非公開の資料２は、現在検討中のものでございますけれども、

ＫＰＩの例を掲載させていただいてございます。一方で、指標につきましては、次回の計

画素案の段階でお示しをさせていただきたい、このように考えてございまして、例えば現

行の計画ですと表形式で整理されてございますけれども、指標についても一定の分量にな

るものと想定しておりまして、現在、別途お配りをしております資料２は大体６０ページ

ぐらいの分量になってございますけれども、これに数十ページ追加されるものと考えてお

ります。 

 最後に第４章といたしまして、地方ブロック重点計画など、計画の着実な推進を図って

いく上で必要な事項について記載をしてまいります。こちらでは、重点計画のフォローア

ップについても記載を盛り込みます。 

 続いて３ページ目を御覧ください。今、申し上げた事項のイメージを持っていただきや

すいように、主な構成として図示したものとなっております。本日いただく様々な御意見、

また計画本文案の作成等も踏まえまして、このイメージ図をさらにブラッシュアップしな

がら、計画の概要図みたいなものに発展させてまいりたい、このようにイメージをして作

成しているものです。 

 こちらは御覧のとおり、それぞれの章の関係のイメージでございますが、冒頭のところ

にありますように、取り巻く社会経済情勢の変化といたしまして、人口減少であるとか、

インフラ老朽化、災害の激甚化・頻発化、成長型経済への転換期にある経済、地球環境、
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デジタル・新技術、暮らし・働き方やニーズの多様化、こういった経済情勢の変化を挙げ

ております。 

 第２章は中長期を見据えた整備の方向性といたしまして、中長期の方向性などについて

盛り込む部分です。中ほどより下段の部分が第３章でして、御覧のように、４つの重点目

標と目指す社会の姿を位置づけ、それぞれごとに重点施策を盛り込み、ＫＰＩなどを設定

していく、このような構成としております。 

 一番下段の部分ですが、こういった４つの重点目標などの目標の効率的・効果的な達成

に向けた横断的な指針といたしまして、新しいインフラマネジメントとして、現在でも様々

な施策の中で取り組まれている部分でありますが、これを改めて体系化をして、関係者一

丸となって取り組んでいく、このような計画体系を志向するものでして、御覧のような５つ

の柱を掲げさせていただいてございます。 

 こういったインフラマネジメントを含めて、インフラ整備がしっかりと実効的に進めら

れていく上でも、ベースとなりますのは国民の皆様方一人一人の理解あるいは共感といっ

たものによって支えられるものであると、こういった認識についても計画の中で位置づけ

てはどうか、このように考えており、国民共有の貴重な資産であるインフラを支える国民

一人ひとりの理解の醸成、こういったものについても盛り込んでまいりたい。単に認識と

して必要性を示すだけではなくて、例えば様々な経済効果であるとか、インフラが発揮す

る多面的な効果を見える化する取組であるとか、地域の住民の方々だとか、企業の方々に

より身近な立場で接しておられる地域の主体、例えば首長をはじめとする地方公共団体、

こういった方々との連携をさらに密にしていくことで取組が実効的に進むような、そうい

った新しい仕組みについても充実させてまいりたい、このように考えています。 

 続いて４ページ目を御覧ください。お時間の都合もありますので、各論について説明は

割愛させていただきますが、こちらは重点目標ⅠのＫＰＩ等の位置づけのイメージです。 

 まず、重点目標、例えば重点目標Ⅰでございますが、横軸といたしまして、緑の部分に

あるとおり、３つの柱立てとなっておりまして、それぞれごとに縦軸に、政策パッケージ、

重点施策、そしてそのＫＰＩ、このような位置づけをしています。別途お示しをしており

ます骨子案のほうでは、これらを体系的に本文化している、このようにイメージしていた

だきますと幸いです。 

 この中でも２ポツの部分で、インフラの老朽化に関連いたしまして、地域の将来像を踏

まえたインフラの再構築の部分が出てまいります。こちらでは現在検討中のＫＰＩを掲げ
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させていただいておりますが、先ほど申し上げましたとおり、さらに老朽化対策について

は議論がなされていく部分ですので、そういった議論の状況も踏まえて、次回に向けてＫ

ＰＩ等をさらに検討を深めてまいります。 

 続いて５ページ目を御覧ください。こちらは重点目標Ⅱ「強靱な国土が支える持続的で

力強い経済社会」の政策パッケージ、重点施策、ＫＰＩについてです。 

 御覧のように、重点目標Ⅱにつきましては、１ポツ２ポツと２つの大きな柱立てに即し

て、縦軸、一番左側でございますが、それぞれ政策パッケージごとに重点施策とＫＰＩを

位置づけさせていただいています。こちらの１ポツの⑤の部分につきましては、ほかのと

ころと異なりまして、ＫＰＩはまだお示しできておりませんが、こちらはそれぞれの施策

が中長期的な性格もあるものですから、次回に向けてこちらのＫＰＩの取扱いについてさ

らに検討を深めてまいりたいと考えております。 

 最後に６ページ目です。こちらが重点目標Ⅲ・重点目標Ⅳの政策パッケージ等のイメー

ジです。重点目標Ⅲにつきましては、緑色の３つの柱立てに即して、政策パッケージ、重

点施策、ＫＰＩなどを位置づけさせていただいています。また下段の重点目標Ⅳの部分で

すが、戦略的・計画的な社会資本整備を支える基盤の強化といたしまして、３つの柱立て

に即して政策パッケージ等を位置づけてまいりたいと考えております。こちらの中でも、

重点目標Ⅲの３ポツの部分、建設リサイクルの高度化に関連いたしましては、ＫＰＩをお

示しできていませんが、こちらは別途関連する有識者の検討会での議論もなされていると

ころと承知しておりますので、そちらの議論状況も踏まえて検討する必要があるため、本

日の時点ではＫＰＩとしてはお示しできていない点について御理解賜れればと思います。 

 資料１につきまして、以上でございます。 

 また、別冊といたしまして、資料２として非公開の骨子案を御用意させていただいてい

ます。全量で大体６０ページ弱の分量で御用意させていただいてございます。 

 内容につきましては、これまで、昨年９月、今年２月の計画部会で御審議賜りました内

容をベースといたしまして、またその後、政府の様々な政策の進展の議論なども一部踏ま

えて、現時点で骨子案としてお示しをさせていただいております。本日賜ります様々な御

意見も踏まえて、さらに次回の計画素案に向けてしっかりと内容の充実を図ってまいりた

いと考えております。 

 お時間の都合もございますので、説明は割愛させていただきますことをお許しください。 

 私から以上でございます。 
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【官房参事官（交通産業）】  続きまして、次期交通政策基本計画の骨子案について御説

明をいたします。 

 総合政策局の参事官をしている廣田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、資料３「次期交通政策基本計画の骨子案について」という表紙の資料、横の

パワーポイントの資料で御説明をさせていただきます。 

 それではまず１ページ目をおめくりください。本日御議論いただきたい内容についてで

ございますけれども、前回の２月の計画部会では、小委員会における議論を踏まえた基本

的な方針における目標、それから政策の案及び次期計画における時代認識及び基本認識に

ついてお示しをして議論をいただきました。 

 本日は、前回の計画部会の各種の御意見を踏まえた対応も含めながら、次期計画の主な

構成、特に次期計画の骨子案に記載している目標や施策を中心に、御説明をさせていただ

き、御議論いただきたいと考えているところでございます。 

 それでは、２ページ目をお開きください。２月の計画部会でもお示しした全体構成案と

なります。大枠につきましては、前回の計画でも大きな御意見はなく御理解いただいたも

のと考えております。骨子案ではこの上の、前半の課題の提示を１章、その後の施策の方

向性と具体的な目標施策について、２章と３章で記載しております。 

 本日は前回の計画部会で初めてお示ししました基本認識について、賛意の御意見もござ

いましたけれども、その他の視点からの御指摘もいただきましたので、基本認識の提案に

当たってどういった趣旨でこの案を示させていただいたかという点について、御説明を再

度させていただきます。また、前回４つの基本的な方針における目標、それから政策の方

向性、あるいは代表的な施策についてお示ししましたけれども、かなりシンプルな資料で

ございましたので、交通政策としてこの計画期間内で危機感を持って取り組むべきことと

いうのが分かりにくいという御指摘も頂戴いたしました。骨子案に記載の次期計画期間に

おいて取り組むべき施策について御説明をさせていただき、御議論いただきたいと考えて

いるところでございます。 

 ３ページ目は、基本認識となります。基本認識のワンフレーズを提示するに当たりまし

て、どういったメッセージを込めて整理しているかについて記載した形でお示しをしてお

ります。 

 まず、赤枠の中でございますけれども、「人口減少に負けない」という点について、人口

減少がやっぱりあらゆる事象の前提条件になっており、交通政策において需要の減少のみ
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ならず、担い手不足による供給制約に正面から取り組む必要性があるという認識をベース

にしております。そのような条件下においても、一人ひとりの豊かさ・安心を実現できる

社会に向けて、必要な移動が満たされることが不可欠である、こういう認識を持って政策

を進めていきたいというメッセージを、我々としては伝えてまいりたいと考えております。 

 その中で、この四角の３つ目になりますけれども、具体の政策、施策の実行に当たりま

して、事業者、産業、それから自治体の壁を越えた連携・協働が必要になっていること、

これをモビリティ・パートナーシップ・プログラムと銘打って進めていくことで、人の力

を最大限発揮していき、その上で、活用可能なデジタル・新技術の力を最大限活用して人

口減少に負けない社会を実現していく、そこに必要な施策をこの４つ、下にありますＡか

らＤからになりますけれども、柱に沿って提示してまいりたいと考えているところでござ

います。 

 ４ページ目をお開きください。２月の計画部会でお示しした基本的な方針ＡからＤにつ

いては、変更はございません。そこにそれぞれ位置づける目標についても大きな変更はご

ざいませんけれども、御指摘を踏まえて表現の適正化を図ったり、あるいは一部の目標の

構成を変更しまして、１２ありました目標を１１に再編しているところでございます。こ

の１１の目標の内容につきまして、以下５ページ以降で御説明をさせていただきます。 

 まず、５ページ目でございますけれども、これは基本的方針Ａの地域交通の問題につい

てでございます。２つの目標を掲げているうち、まず目標１でございますけれども、「地域

交通のリ・デザインの全面展開による「交通空白」の解消・地域課題の解決」という目標

でございます。地域交通は買物、医療、教育などの人々の生活でございますとかあるいは

観光の振興、こういったものに欠かすことができない、まさに地方創生の基盤でございま

す。今、待ったなしで取り組むべき交通空白の問題について、年限を区切って集中的に取

り組む旨を提示しております。 

 この交通空白という、一つの考え方でございますけれども、私ども全国一律の基準を当

てはめているわけではございませんで、今年に入りまして、自治体のほうに、その地域の

実情を踏まえながら、移動の足がないとか、あるいは利用しづらいとか、こういった困り

ごとを抱える地域がございますかという形でお尋ねしたものを、交通空白地域としてリス

トアップをさせていただいているところでございます。 

 この交通空白地域の解消に向けまして、令和７年度から９年度までを交通空白解消・集

中対策期間としまして、全国各地の交通空白の解消を進めてまいりたいと思います。もち
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ろん国の総合的な後押しもしっかりさせていただきまして、自治体における持続可能な交

通空白解消に向けた体制を構築していきたいと思っているところでございます。 

 ６ページ目をお開きください。基本認識のほうでも少しお示ししました、多様な関係者

の連携・協働というところについて、取組の方向性を提示しているところでございます。

上の丸のポツのところでございますけれども、３行目あたり、複数の事業者・自治体間で、

人材確保や設備投資等に関する共同化・協業化を促進するための施策の具体化、それから

市町村等の地域交通関係事務を支援するため、これは市町村の体制が非常に厳しさがある

という状況でございますけれども、その体制支援の取組などを推進するということを掲げ

ているところでございます。 

 ７ページにつきましては、先ほど述べました交通空白の解消の取組の参考資料となりま

すので、今回は説明を割愛させていただきます。 

 ８ページ目でございますけれども、目標２「持続可能なまちづくりや地域産業の活性化

に向けた交通施策の推進」でございます。新たな取組としましては、左側でございますけ

れども、これまで基礎自治体単位では個別最適か全体最適か非常に分からなかったので、

新たな取り組みとして複数自治体にまたがるような広域的な立地適正化計画の推進、これ

を提示しているところでございます。また、右側では事業者間の連携や協働によります業

務運営の最適化ですとか、あるいはバックヤードの生産性の向上に資する業務の標準化と

いうことを通じまして、交通産業の事業環境を形成していきたいと思っているところでご

ざいます。 

 それから９ページ目をお開きください。こちらからは基本的方針Ｂになります。成長型

経済を支える交通ネットワーク・システムの実現については、これは国内と国際の広域的

な交通を扱っているところでございまして、国内の人流、それから国内の物流、それから

国際の人流・物流のそれぞれ３つ、この３つの目標を掲げて取り組むこととしております。 

 この９ページ目は国内の人流についてでございますけれども、「多様な交通機能の拡充・

強化による地域間の円滑な人の流れ、交流の実現」と整理しております。成田空港の３本

目の滑走路整備等によります大都市圏空港の機能拡充、それから新幹線ネットワークの強

化、それからグランドハンドリングをはじめとする担い手の確保など、広域的な移動を支

える拠点とネットワークの強化に取り組んでまいりたいと考えているところでございます。 

 １０ページをお開きください。これは同じく目標３に整理しておりますけれども、観光

の関係でございます。２０３０年の６,０００万人というインバウンドの目標達成に向け
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まして、我々は地方部へのさらなる誘客が求められていると考えております。必要となる

移動手段を「観光の足」と我々は呼んでいますけれども、これにつきまして、先ほどの「地

域の足」と同様、集中対策期間において取組を強力に進めてまいるという内容を記載して

おります。 

 それから１１ページ目、おめくりください。国内の物流の関係でございます。「多様な政

策のベストミックスによる持続可能な物流の実現」ということでございますけれども、物

流２０２４年問題への対応、これに端を発しましての各種政策をパッケージとして取り組

んできているところでございますけれども、２０３０年に輸送力が３４％不足するという

ことも見込まれています。さらなる取組を推進する必要がございまして、上の箱の中にも

書いておりますが、「物流の効率化」、「商慣行の見直し」、それから「荷主・消費者の行動

変容」、この３本柱を柱立てとして取組を推進する旨を記載しているところでございます。 

 真ん中あたりは、陸海空の多様な輸送モードを活用した、「新モーダルシフト」と我々整

理しておりますけれども、こういった革新的な車両の導入も踏まえて、地域の物流の核と

なる拠点整備にも取り組んでまいりたいと思っておるところでございます。物流の関係、

並行して総合物流施策大綱の策定の議論も進んでおりますので、こちらともしっかり連携

して対応してまいりたいと思っておるところでございます。 

 それから１２ページでございます。国際の物流・人流でございますが、「交通ネットワー

ク・システムの強化による国際競争力の維持・向上」という目標でございます。不確実性

が増す国際情勢の下、経済安全保障も意識した施策展開を図ってまいりたいと思っている

ところでございます。具体的には国際航路のネットワークの強化に資する大規模なコンテ

ナターミナルの形成でございますとか、あるいは経済安全保障の観点も踏まえまして、サ

プライチェーンの強靱化の推進、それから造船業や船舶と関連する産業の振興、こういっ

たところにもしっかりと取り組んでまいりたいと思っているところでございます。 

 ここまでが基本的方針Ｂの関係でございました。 

 それから１３ページ目では「基本的方針Ｃ 持続可能で安全・安心な社会を支える、強

くしなやかな交通基盤の実現」という形で方針を立てておりますけれども、防災や安全、

グリーン社会の実現、それから共生社会などについて、これから申し上げます３つの目標

を掲げて取り組むこととしております。 

 目標６「多様な災害リスクやインフラ老朽化、輸送の安全を徹底させる環境構築等への

確実な対応」ということでございますけれども、厳しさを増している災害に対する事前の
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備えと、ハード・ソフトの対応力の強化が重要ということでございますので、能登半島地

震の課題も踏まえた体制整備などの取組を進めるほか、防災気象情報の高度化などについ

ても進めてまいりたいと考えているところでございます。 

 また、昨今交通分野におきましては、不正事案といった信頼性の課題の問題も生じてい

るところでございます。また、昨年の１月には羽田空港での事故もございました。関係事

業者における安全・安心の確保、それからコンプライアンスの強化、さらには運輸安全マ

ネジメントのさらなる推進などに取り組んでまいる、この旨を記載しております。 

 それから１４ページでございますけれども、目標７は「気候変動の顕在化や世界的潮流

を踏まえたグリーン社会の実現に向けた交通の実現」という目標でございます。６月に我

が省の環境行動計画というものが策定されておりますので、それとも連携を図りながら、

省エネ、クリーンエネルギーへの移行、環境価値が評価される市場創出、それから再生資

源を利用した生産システム構築に向けた交通政策、この３つの柱立てで運輸部門における

脱炭素化を推進してまいりたいと考えているところでございます。 

 今回の計画では、運輸部門におけるカーボンクレジットの創出や活用、それから環境価

値を経済活動へ活用するための環境づくり、こういったところについても検討を進める旨、

記載を新たに追加していきたいと考えているところでございます。 

 それから、１５ページ目では、目標８「全ての人が活躍できる共生社会を支える交通の

実現」についてでございます。これまで２０２６年度から２０３０年度を新たな目標期間

とする、第４次のバリアフリー法の基本方針に関する議論が進んでいるところでございま

す。この中ではプラットホームと車両の段差や隙間縮小にもこれから取り組んでいこうと

いうような方向づけがされておりますけれども、このバリアフリー化のお話を始め、ユニ

バーサルデザイン化それからジェンダー主流化といった、こういった取組にも、この基本

計画の中でしっかり続けて推進を図ってまいりたいと考えているところでございます。 

 それから、１６ページ目に参りまして、これは基本的方針Ｄのところになりますけれど

も、今回の計画より新たに打ち立てる部分でございます。「時代や環境に応じた交通サービ

スの進化を支えるデジタル・新技術の活用」という、ＡからＣとは全ての政策について、

横断的な切り口で施策を推進していこうと、こういった柱立てで整理しているのが基本的

方針Ｄのところでございます。 

 基本的方針Ｄでは目標９で、需要サイドの取組、それから目標１０で供給サイドに焦点

を当てたもの、それから目標１１でサイバーセキュリティに焦点を当てたもの、この３つ
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の目標を立てております。 

 まず、１６ページ目でございますけれども、目標９でございますが、「サービスの高度化

とデータ駆動型の取組による、新たな価値創造とより便利で快適な移動の実現」という目

標でございます。地域交通の課題解決に当たってのデータの徹底的な活用、それからサー

ビスの活用をさらに図っていくための地域交通ＤＸというものを左側に記載しております

けれども、それから観光ＤＸなど、サービスレベルの高度化とデータを主導力とした取組

を推進してまいりたいと考えているところでございます。 

 それから１７ページ目でございますけれども、これが目標１０でございます。「自動化・

遠隔化等を通じたサービスの構造変革による、生産性向上等の実現」ということでござい

ます。担い手の確保の問題が非常に厳しくなる中でございますけれども、日常生活を行っ

ていく上で欠かせないようなサービスへのアクセスに交通も必要となってまいります。そ

れから観光需要の増大という、こういう面もございますので、自動化や遠隔化技術の導入

の推進がこの対応には不可欠であるということを提示してまいりたいと考えているところ

でございます。 

 自動運転の関係などを取り上げておりますけれども、実証から事業化への移行を促進す

るための制度整備、それから全国における事業化を推進したいと考えておりまして、自動

運行時に必要な、自動車運送の管理の話でございますとか運行管理の話、それから事故時

の補償の在り方、そういったところについても検討を進めていく旨を記載しているところ

でございます。 

 それから１８ページ目でございますけれども、こうしたデジタルや新技術導入に当たっ

てはサイバーセキュリティ対応が必要となっているところでございますので、目標１１、

「サイバーリスクの十分な想定と対応の推進による、安全・安心な交通サービスの実現」

という目標にしているところでございます。国土交通省をはじめとしまして、政府におけ

るサイバー攻撃リスクへの対応、それから、これまでとは異なる領域で必要となるデジタ

ル人材の育成、こういったところに対応を進めていく旨を記載しているところでございま

す。 

 以上が基本的方針ＡからＤの４つの柱につける、１１個ございます目標の関連する施策

について説明をさせていただきました。 

 １９ページの最後に、検討中のものとありますけれども、各目標の達成に向けた施策実

施手法の一例について整理をしているところでございます。計画策定した後に目標の達成
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状況をフォローアップしていく上で、こういった、より成果、取組状況が分かりやすい指

標が必要だと思っているところでございますので、次回の計画部会ではこの計画の本文の

素案の提示に当たりまして、これらの指標も含めた形でお示しをしてまいりたいと思って

いるところでございます。 

 ２０ページ目は社会資本整備重点計画と共通して取り組む指標の例を挙げているところ

でございますので、御参照いただければと思います。 

 資料３の交通政策基本計画の骨子案については、以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、意見交換にまいりたいと思います。御意見のほどよろしくお願いいたします。

会場におられる方、よろしくお願いいたします。それからオンラインで御質問の方は手を

挙げるアイコンを押していただきたいのですが、指名された委員は、もし可能であれば資

料番号とか該当する部分を御指摘いただいたら、事務局は助かりますので、よろしくお願

いいたします。マルチチャンネルで見ていますので、順番がばらばらになってしまうかも

しれませんが御寛容のほどお願いします。 

 それから１９名御参加というので、単純で計算しますと１人３分ですから、この点よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、中北委員からお願いします。 

【中北委員】  小林部会長、どうもありがとうございます。 

 この資料の取りまとめ、本当にお疲れさまでございます。僕は交通のほうの専門家では

ありませんが、どちらかというと河川、社整審の河川分科会のほうから参加させていただ

いています。たくさん勉強させていただいた中で、河川で今、取り組んでいることとの関

係というのも結構あるなというのを拝見させていただきました。 

 ２つありますが、社会資本のほうが何件かと、それから後の交通の部分１つコメントさ

せていただきたいと思います。 

 共に、温暖化関連であり、温暖化に対応する、温暖化適用関連でコメントをさせていた

だければと思います。お願いということも多々あるかと思います。 

 最初ですが、社会資本整備のほうで見ますと、より温暖化が進むスピードが早くて、今、

迫っているという感じをもう少し強めに入れていただいたほうが、国民に対しても、危機

感をあおるというのは駄目なのですが、今、置かれている現状を認識していただけるので
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はないかと思います。 

 それで、枕言葉のように２℃上昇を目指したと、目指して頑張っていると書いていただ

いているのですが、それはそれで施策として、国の施策、菅総理の頃からの目標と、それ

から河川の整備も今マスタープランとなる河川整備基本方針を、２℃上昇を考慮したもの

に急ピッチで更新をして、今１０９河川のうち３０河川更新というところまで来ましたが、

２℃上昇の世界は、最初２５年ぐらい先だと、それでも一般の方の認識からいうと５０年

早いのですが、もっと早く訪れるのではないかと思います。特に申し上げたいのは、１.５℃

上昇という世界の島嶼国のための目標がありました。日本政府のほうも、できれば１.５℃

上昇という形、いかに地球平均気温の上昇を抑えられればというので、ゼロエミッション

の２０５０年目標等出てきていますけれども、残念なことに２０２３年頃からもう１.５℃

上昇の世界に入りました。数年前までは「皆さん、もう１.１℃になっていますよ、１.２℃

になっています、大変ですよね。」と言っていたのが、どうも１.５℃に今、到達をしてい

るということで、１.５℃というのは非常にもう厳しい状況にあるのかなと。 

 これは説明ですけど、エルニーニョとかのせいでたまたま１.５℃上がっているだけじ

ゃないかというような御意見もよくあるのですが、でも２３年、２４年、２５年の今まで

ずっと１.５℃上昇のままで来ているということで、ひょっとしたらもうこれ、じわじわ来

ている温暖化の地球平均気温の上昇１.５℃まで来ているのではないかという、科学的な

議論がされているところになっています。 

 一般の認識としてもう１.５℃近くまで来ているというところを危機感として感じてい

ただいて、もう少し科学的に、もっと近々まで来ているというところを埋め込んでいただ

けないかなと思いました。それと同時に、今の気候変動のスピード感、先ほど言いました

が、国土強靱化が今５年単位、ステップバイステップで続けていただいていますけれども、

これは持続可能にという意味からも含めてですが、今、国交省が流域の上・中・下流全体

で治水しましょうという流域治水を提案されて進んでいますが、恒常的にしていただかな

いと、幾ら治水目標を上げても、なかなか進まないだろうと思います。これを３０年先

４０年先、２℃対応でやっていたら、もう先に２℃にいってしまいますので、そこのスピ

ード感のところも少し強調いただいておいたほうがいいのかなと思っています。 

 それと同時に、八潮の事故の後、インフラの復旧・復興がありますけれども、同じ復旧・

復興するのであれば温暖化に適応したものに復旧・復興する。これ四、五年前ですけども、

当時の小泉環境大臣と武田防災大臣の頃に言葉として出た「適応復興」という言葉をもう
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一度復興していただいてもいいのかなというぐらい、何かことがあって災害が起きた場合

は、温暖化にも対応したものに復元し直しておくと。それをチャンスと捉えてやっていた

だくということが非常に大事な点だと思っております。 

 最後ですが、今流域治水を温暖化対応、適応のため河川でやっていると言いました。そ

れは上・中・下流をつなぐ大事な治水だということで、これは交通のほうに関してですが、

交通は流域の横をつなぐということで明治以来日本を発展させてきたという認識を皆さん

されていると思いますが、もう一度、今、治水のことを考えると、上下流のつながりとい

うのは非常に今後、皆さんの心の中も含めて大事なことになるという意味で、河川のため

流域の関係のために上下流交流というのがこれからどんどん増えますので、そこのところ

も、交通、あるいは今、空白地点をどう埋めるかということも書いてくださっていました

が、そういうためにも非常に重要な手段になっていくということも強調しておいていただ

ければと思いました。 

 お時間頂いてありがとうございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 首藤委員、お願いします。 

【首藤委員】  私から３点、申し上げたいと思います。 

 まず、社会資本整備重点計画のほうですが、重点目標４のところで、担い手不足にどう

対応するのかという点を書いていただきまして、非常にありがたいなと思っています。生

産性を向上させて処遇改善、働き方改革というのは随所に書かれているのですけれども、

交通インフラの分野で特に重要になのが、定着して働き続けてもらうことだと思います。

そのためにはやはりキャリア形成とか、さらには職業教育とか、人材の成長を支える仕組

みも必要なのではないかと思っています。あとインフラ分野は男性割合が高く、高齢化も

進んでいますので、若手や女性の参入を促すという視点も盛り込んでいただければと思い

ました。 

 次に重点目標１のところですけれども、人口減少で地域の危機だという中で、地域にに

ぎわいや活力を取り戻すというのは私も大賛成なのですが、地域で暮らしていくためには、

その地域で働き続けるということが重要で、地域の安定した雇用機会の確保が不可欠です。

地域の雇用の中の一定部分は多分インフラ・交通分野が占めると思うので、そういった職

業の魅力をどう高めていけるのかという視点も盛り込んでいただいてもいいのかなと思い

ました。 



 -18-

 最後もう一点が、交通政策の基本計画のほうです。基本的方針Ａの中にあります、モビ

リティ・パートナーシップ・プログラムの推進を非常に興味深く拝読しました。こうした

共創的な取り組みや連携がますます重要になってくると思っています。ただこういう変化

は、働く者への影響は大きいと思います。例えば路線バスの運転手が荷物も運ぶようにな

るといった連携は、すでに過疎地ではもう起きていますし、今後進めていく必要があると

思うのですけれども、労働者への影響を考えますと、このパートナーシップの中に労働側

の声を反映させるような仕組みが重要だろうと思っていまして、例えば体制構築の段階か

ら労働組合の関与を位置づけるといった工夫があってもよいと思っています。 

 効率化や生産性向上を進めていくことは当然大事なのですが、その成果が、そこで働い

ている者にきちんと還元されるというような仕組み、体制をつくっていただきたいなと思

っています。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、オンラインの大井委員、お願いします。 

【大井委員】  ありがとうございます、 

 交通計画のほうの６ページと１９ページに関係するお話です。６ページのほうで、交通

計画のアップデートにデータを活用するという方針が示されていたと思います。それはす

ごくいいことですし、現場でもやっているのですが、一方で交通事業者さんがなかなかそ

こにデータを出してくれないとか、事業者が実はデータ管理をちゃんとできてなかったり

しているので、後のほうにも少しあったと思うのですが、その辺りとの連動をもう少し図

っていただくような取組を、国交省からもこういう計画の中でお願いできればというのが

１つ目でございます。 

 ２つ目ですが、１９ページです。ここに実施目標の一例ということで、まだ検討中とい

うことで書かれているのですが、基本方針のＢのほうに、内航船員の新規就業者数という

ことで、いわゆる担い手の確保に関する指標を入れていただいているということにすごく

注目したのですが、もしこちらが入れられるということであれば、より今、深刻になって

いて、それこそライドシェアとか使わないといけないというような状態になっているよう

なバスとかタクシーの乗務員の新規就業の確保というところも、交通空白の解消のために

必要だと思いますので、Ａになるのですかね、そういう目標を入れていただくというのも、

やっていただいたほうが国としてのメッセージがしっかり伝わるかなと思いますので、提
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案させていただきます。 

 ありがとうございました。以上でございます。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 それでは池之谷委員お願いします。 

【池之谷委員】  交運労協の池之谷と言います。いろんなところで担い手不足が出てい

ますけど、担い手というところで労働組合でありますから、そういったところの視点から

少し話をさせていただければと思います。 

 交通政策基本計画のところでは、基本方針のＡとかＢとかいろんなところに入っていま

すけど、交通空白解消への対応として、日本版のライドシェアの普及に重点を置くという

ような書きぶりが多くなっていると思っています。 

 ただ日本版のライドシェアというのはタクシーが不足する地域、時期、時間帯でタクシ

ーを補完するための運用と認識をしています。この間、大雨であったり酷暑、そしてイベ

ントの対応など、この運用が次々と緩和をされてきています。行き過ぎた緩和というのが、

従来のタクシーやバスの事業を圧迫し、さらなる供給不足が懸念をされます。 

 ドライバー不足の中で地域の足、観光の足の確保、交通空白解消のための施策であった

としても、原則はしっかり押さえていくべきなんだろうと考えています。また「国の総合

的な後押しのもとで、自治体における持続可能な体制を構築する」との記載がありますけ

ど、地方公共団体の規模であったり財力、それによって大きな差が出るのではないかとい

う懸念を持っています。そもそも骨子案の中にも記載がありますけど、「交通の担い手を確

保しつつ」という枕詞があるのですが、そのことの具体策があまりこの中で見えてきてい

ない。今の不足しているバスドライバー・タクシードライバーをどうやって増やしていく

のかという視点も書いていかないと、そこで働く人たちの感情的には足りなくなってくる

のではないかなと思います。 

 また、コンパクト・プラス・ネットワークの関係でありますけど、この考え方を示され

てもう１０年ほどたつかなと思っていますけど、記載の取組の考え方については、従来の

考え方とあまり変わってないという印象がございます。この間の取組での課題であったり、

また推進をするために新しいことが何かということを、分かりやすく書くべきであろうと

思います。ただ一方でコンパクト・プラス・ネットワークを推進する一方で、また交通空

白が生まれるということもやっぱり片方には考えていかなければならないのではと考えて

います。 
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 また、自動化だとか自動運転タクシーというところの記載もありますけど、確かに自動

運転で移動の足を確保できるのかもしれないですけど、車両がどうしても高過ぎるのです。

その車両を全体的に交通空白にカバーをするとすれば、財力的にもかなり負担がかかるの

かなと思いますので、そこら辺も考え方を示したほうがいいと思います。 

 また社会資本整備とも関連いたしますけど、激甚化、頻発化する大規模災害の対応、防

災・減災について多く書かれていると認識をしていますけど、能登半島地震後の復旧がほ

かの震災と比較をして少し遅かった、時間がかかったと考えています。そういうことを踏

まえますと、復旧については広域での連携、それが重要だと思いますので、ハザードマッ

プとリンクをした広域連携のマップの作成などの視点も持ったほうがいいのではないかと

いうことをお願いして発言といたします。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 では、家田委員、お願いします。 

【家田委員】  幾つか言いますけど、前回に比べるとぐっとやるぞという感じが出てき

たなと思います。率直に言うとまだもう少しやったほうがいいと思うけれど、御苦労さま

でございました。 

 それで１点目は、塩見局長が最初におっしゃったことに関する意見ということで申し上

げたいと思うのですが、率直に言って今はこの２つの計画は別です。だけれども、それを

がっちゃんこしたと言うと、またこれは、がっちゃんこしたけれど、色が混じっているだ

けというのではしようがないので、私の提案は、これはこれとするのだけれど、その上に

共通メッセージというものを作成して、比較的短く数ページぐらいで打ち出してはどうか

という提案をしたいと思います。 

 そのときに言うべきことは、インフラについても交通政策についても、要するに外的な

条件はうんと変わってきた。天気も米国の政策も変わってきており、それから内的にも人

口減少だとかいろいろあるのだけど、それと同時に、政策の内的には、我々ははっきり言

うと従来に安住してきた。そこについて、危機感を我々は共有しているし、それを大転換

するぞという覚悟もこの国交省全体としてみなぎっているのだということを言うべきだと

思っています。 

 その具体としては、４つ言おうと思うのですけど、まず１個目はインフラのマネジメン

トということに対して、国民的に誤解をしている面があると。マネジメントは今まで造っ

たものを細々とメンテナンスすればいいということを思っているかもしれないけど、決し
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てそうではないと。特に欧米ははるかに前にそこに転換したのです。それは同じようなも

のをたくさん造るということが大事なのではなくて、１個１個丁寧に、美しく誇りを持て

るようなものを造る。それは決してＢ／Ｃで計算できるような便益だけじゃなくて、国民

の誇りとか、そういったことも勘案しながらやってきている。しかもそれを生めばいいと

いうものではなくて、農工民のように、あるいは子育てのように、その後育てること自身

に喜びがあり、そこに国民と一緒にやっていくんだという、これがマネジメントであって、

ようやくここまで、転換する時期に来たぞというのが一つだと思います。 

 ２つ目は、国鉄分割民営化あたりからずっと続いてきた規制緩和の流れというのは、よ

かった面ももちろんありますけども、今、池之谷さんがおっしゃったように課題も多々あ

るわけで、今、そこにずっと続けてきたことを転換する時期になっているということが２つ

目。 

 それから交通にしろインフラにしろ、世界の水準に比べるとスピード感覚を実に失って

しまったと。１９７０年代ぐらいまでは日本の交通開発、技術開発は極めて早かったので

すけども、そのあと自動運転タクシー一つ見ても、全くの足踏み状態。このスピード感覚

からの脱却が必要であるということも共通のメッセージです。 

 ４つ目は、エッセンシャルジョブ。これはインフラのほうであれ交通であれ共通ですけ

れども、そこに対する視線というのが実に粗雑であったと。我々は働く人たちが働きがい

を感じてくれるようなものに転換していかなければならないし、また、力仕事みたいなも

のは極力機械化やＡＩを使っているのですけども、どちらにしたって我々が一番大事にし

なければならないのは、人口が減っていくのですから、人だと。働く人だというところへ

のメッセージをやっぱり４つ目として入れてほしいなと思います。 

 というように今みたいなことをまとめると、塩見局長どうですか、かなり強いメッセー

ジが書けるでしょう。それを三、四枚のものにしたら、極論後ろの厚い文章なんて見なく

ていいくらいのものになると思います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 では、荒木委員、お願いします。 

【荒木委員】  日本商工会議所の荒木でございます。 

 先日、日本商工会議所では本計画に関する意見書をとりまとめ、国交省にもお持ちしま
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した。今回示された骨子案では、各地商工会議所や地域事業者の意見を本当に多く反映し

ていただきましたことに厚く感謝申し上げます。 

 本日は、特に強調したい点・不足している視点についてコメントいたします。 

 まず、社重点です。 

 インフラは未来への投資です。まさに今、成長型経済に移行する転換期にあります。攻

めのインフラ整備をしないと、経済成長の機会損失になります。企業が安心して投資でき

る環境整備を力強く行っていただく計画をぜひお願いしたいと思っています。 

 インフラ整備は国内投資の喚起に加え、その先の成長分野への挑戦や産業集積を通じた

新たな結合によってイノベーションを創出する効果もあります。インフラの戦略的なマネ

ジメントを進めながら、効率化によって生じた財源・人員の余力を、次なるイノベーショ

ン創出に資する成長投資に振り向けることが重要であり、これは税収効果にもつながると

思っています。 

 選ばれる地方に向けてインフラ整備・機能強化のスピードアップを図る計画にしていた

だきたいと思っています。 

 次に、交通政策です。 

社重点とも関連しますが、国際基幹航路に係るコンテナ取扱量の国際比較を見ていただ

けますとお分かりのとおり、世界経済が拡大する中、我が国の国際競争力を維持するだけ

では、国力は相対的に低下し続けています。インバウンドや半導体等の戦略分野における

海外需要をさらに取り込む観点からも、空港・港湾の機能強化等を通じた国際競争力の強

化を明確に打ち出すべきと思っています。 

 また、地域交通事業者の多くはコロナ禍以降の需要減等により、経営状態が悪化してお

ります。このままでは新たな投資や事業展開を行うための経営体力を奪い、持続的な地域

の足、観光の足を確保することが、一段と困難になっていきます。交通空白の解消だけで

なく、インバウンドや産業立地と連動した需要の取り込みと、稼げる路線・地域を増やす

ことを両輪として進めるべきです。交通モード間の総合的な交通体系の再構築を行うとと

もに、事業者の新たな投資を後押しし、ドライバーの賃上げ、人材確保につながるような

環境整備を進めていただきたいと思います。 

 物流について、地元北海道では、物流空白地帯が発生しつつあるというのを聞いており

ます。全国各地でもこういうリスクがあると思っています。物流の効率化、生産性向上は

待ったなしの状況です。そのためには、モーダルシフト、これが不可欠ですが、現在の骨
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子案においては書き方が大変弱いのかなという印象です。モーダルシフトはカーボンニュ

ートラルにも大きく寄与することから、計画に明確な記載をお願いします。また、モーダ

ルシフトの実現には、インフラの整備も不可欠です。この点についてもあわせて強調して

いただきたいと思っています。さらに、モーダルシフトに向けた企業の行動変容を促すう

えでも、港湾・空港・貨物鉄道の機能強化や物流効率化に対する道路整備等の視点もぜひ

盛り込んでいただければと思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、引き続いて今井委員、お願いします。 

【今井委員】  法政大学の今井でございます。私から３点、申し上げたいと思います。 

 １点目は指標に関することでございます。特に指標、発展していくようなものもあるの

かなと思いまして、具体的には何々数というもので、中でもデータ数というところでござ

います。今は増やすためにとにかくデータ数を増やしていくと。増やしたデータを、では

どれだけ認知されているのかなというところになると、多分ダウンロード数ということに

なってくるのかなと。ではそれが今度どれぐらい使われているのだろうかというところに

なってくると、そのデータを使ったイベントあるいは事例というものが出てくると思いま

すので、事例数というようになるのかなと思います。ＫＰＩ等指標を検討する際には、そ

ういった状況によって指標を成長していく、発展していくという観点も加味されてはどう

かと思いました。 

 ２点目は、データのマネジメントのことでございます。個々の施策でもう既に触れられ

ている部分もございますが、データに関しましては、ＩＭＦ（国際通貨基金）のレポート

を見ておりましても、やはりＡＩが与える影響は非常にございます。そこの中で、デジタ

ル化されている文書があるからこその優位性、強みというところもかなり言及されており

ます。まさに国土交通省は、莫大なデータを保有されておりますので、戦略的なデジタル

データマネジメントの推進を強いメッセージとして打ち出されてはどうかと思いました。 

 ３点目はインフラメンテナンスに関することでございます。私は今、ＮＥＤＯの助成事

業の中で、三次元の空間情報基盤に関する講座を開設しております。４月に開設した途端

に７００名強の申し込みがございまして、今日時点でも申し込みがある状況でございます。

その中で国土交通省が取り組まれております、マインクラフトを用いた立野ダムですとか、

あるいは讃岐まんのう公園の取組を紹介しておりますが、アンケートを取りますと、実は
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そこに対する関心を物すごく持たれていました。これからインフラメンテナンスをどう考

えたらいいのかなと、なんだか暗く考えていたのだけれども、この内容見ていると何だか

将来が明るく感じるし未来を感じる、もっと言うと、子供たちにもっと伝えていきたいし

自分の子供も一緒にこういうことに取り組んでいこうと言ってくれるような気がするとい

うような、もう予想以上にポジティブな意見を頂いております。 

 ですので、後進の育成、あるいはその担い手確保、技術継承といった観点、そういうと

ころも踏まえて、国民が見ている、使っているインフラにおきましては、ゲーミフィケー

ションを取り入れた国民参加型のインフラメンテナンスみたいなことも打ち出すと、多く

の方に関心を持っていただけるのではないかなと思いました。 

 私から以上でございます。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 引き続いて佐藤委員、お願いいたします。 

【佐藤委員】  東京大学の佐藤です。案を拝見して、非常に網羅的にたくさん書いてい

ただいて大変参考になりました。どうもありがとうございます。 

 私から３点ほど申し上げたいことがございます。 

 １点目は全体に関わることなのですけれども、様々な目標を立てられているのですけれ

ども、若干その目標がそれぞれ独立に議論されているかなという印象を受けました。幾つ

もの目標の中で、それぞれ補完的になるような要素がたくさんあるなと。例えば交通政策

基本計画の骨子案ですと、目標の１とかで交通空白の問題が取り上げられているのですけ

ど、これ目標１０の自動化でかなり補える部分があるのではないか。そういう補完的な関

係を少し盛り込んでいただくと、目標の中に統一感が出て関係性が分かりやすくなるので

はないかなという印象を受けました。これが１点目です。 

 ２点目が交通政策の基本政策のところで、最初に基本認識として人口減少が問題である

というような出発をされているんですけれども、人口減少そのものが経済にとって悪いか

どうかというのは必ずしも明らかではないのです。過去、歴史的にどの国でも経済成長と

人口減少はパラレルに進んできています。そのプロセスで人が減って、１人当たりに、人

に投資することが可能になると、いわゆる人的資本の蓄積というのが可能になってきたと

いう背景もございます。 

 今見ても日本よりも人口規模が小さくて、日本より豊かな国、貧しい国、両方あるわけ

です。ですからそこはよく分からなくて、何が問題かというと、これまで日本が前提にし
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てきた人口増加、それが制度とか習慣をつくる基盤になっていたと。それが減少になった

ときにその制度を変えるのが間に合っていないという、これが大きな問題だと思うのです。

それがはっきり分かるような書き方をしていただくといいのではないかと思います。 

 さらにはその前提条件、今後数十年は人口減少することはもう明らかなのですけれども、

例えば５０年後とかには、また増える可能性もあるわけです。ですから、今の前提条件に

合わせて変えることだけではなくて、前提条件に合わせて柔軟に対応していくような目標

を立てていただくといいのかなと感じました。 

 最後はこれも交通政策の基本計画のところで特に感じたのですけれども、いろんな目標

に対して、ところどころ、実際にその目標を達成する中で、恐らく副作用のようなものが

出てくる場面があるのではないか。例えば基本方針のＢのインバウンドのお話ですと、今

でもオーバーツーリズムの問題とか出てきてしまうわけです。そういうところへの目配り

が少しあるといいのかなと思います。 

 ほかにも目標の中で地域間の円滑な人の流れというのも強調されているのですけれども、

人流とかが流れやすくなると、ストロー効果のように、大きいところに吸い取られるとい

ったことはもうよく起きているわけです。ですから、その目標の中で、こういった副作用

のことが起きる可能性というのは必ずあるわけですから、そこへの目配りもしていただく

といいのではないかなと感じました。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  それでは、根本委員、お願いします。 

【根本委員】  私からは２点コメントしたいと思います。 

 まず、社会資本整備のほうですけれども、新たなインフラマネジメント方針についてま

とめていただいたのは非常によかったと思いますが、本文のほうも読ませていただきまし

たが、かねてから提案されている保険というキーワードがなかったのは少し残念かなと思

います。例えば、地方の中小民鉄では地震保険にはほとんど加入していません。したがっ

て大きな地震が発生すると、自力で復旧することはできません。南阿蘇鉄道の場合は非常

に運がよくて、特定大規模災害補助が受けられましたので、鉄道事業者はほとんど負担な

く復旧することができました。そうでない場合は廃線となります。災害が廃線の口実にな

るわけです。 

 ですから、仮に、保険料の半分を国と地方が持つということをして、鉄道事業者に保険

への加入を促すというのがいいのではないでしょうか。国・地方も、災害後の復旧費用よ
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りも負担が減るはずだと思います。鉄道会社も、保険料の半分をもし払うということにな

れば、保険料を安くするために耐震補強したり、予防保全措置をとるなど、努力をするの

ではないでしょうか。 

 それから、交通政策のほうに関しては、トラックの自動運転についてコメントします。

アメリカ・中国で今年から無人トラックの商用運行が始まりました。日本は残念ながら少

し遅れているわけですけれども、それでもこの計画の計画期間、２０３０年度には、相当

の数の自動運転トラックが走っているはずです。走っていなければいけません。 

 そのような状況をつくり出すために、まず、重要なこととして、マニュアル運転を自動

運転に切り替える、高速道路に直結する切替拠点というのがあります。私はこの切替拠点

は、その機能に特化した公共ターミナルとして整備すべきではないかと思うのです。かな

り大規模な施設になると思います。仮に、２分置きに自動運転トラックがこの切り替え拠

点を発着するとなると、１日１,４００台ぐらいになりますけれども、これ、そうは言って

も東京料金所の断面交通量の５％以下にすぎません。 

 現在、民間の大手デベロッパーが高速道路に直結する用地の開発を進めています。非常

に希少な用地で、そんなにたくさんあるわけではないのですけれども、開発を進めていま

すけれども、ある部分を切り替え拠点にしてもらう必要があって、民設公営というのがあ

るのかないのか分かりませんけれども、少なくとも国が積極的にそういうプロジェクトに

関与していくことが必要ではないかなと思います。 

 ついでに、多くのトラックが東名筋を走るわけなので、それを一括して監視したり、運

行管理したり、場合によって駆けつけ支援したりするという機能を果たす組織が必要にな

ってきます。株式会社で設立するのでしょうけれども、これもかなり公的な性格を持った

組織にならざるを得ないと思います。 

 このような組織の在り方について、また今後、議論を深めていきたいなと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

【小林部会長】  それでは新保委員、お願いします。 

【新保委員】  本日よりお世話になります、東京大学の新保と申します。専門は緑地計

画で特に空き空間・低未利用地を市民でどう緑地として活用していくかといったことを普

段研究しております。 

 私からも３点申し上げさせていただきたいのですけれども、これまでの議論を踏まえて

ないところもあるかと思いますが、御了承いただければと思います。 
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 まず１つ目ですけれども、先ほど家田委員がすごくやる気に満ちている計画になったと

おっしゃっていたのですけども、私は社会資本のほうも交通政策のほうも、人口減少に打

ち勝つとか人口減少に負けないという、このほとばしるやる気が逆にちょっと気にかかっ

ておりまして、もちろんやる気は重要ですけれども、方向性が気になるなと思っておりま

す。今、人口減少が予測よりも１４年早く進んでいて、今の２０歳人口から３０万人出生

数が減っているというのはもう現実として決まってしまっているかと思います。大学人と

しても、もう３０年後にはもしかしたら３割ぐらい大学も潰れるかもしれないなという覚

悟でやっているのですけれども、そうすると今の状態を頑張って維持するというのはどう

してももう不可能になってくる部分が生じるかなと考えております。 

 それをむしろどう前向きに受け入れてしなやかに対応していくかということが結構大事

かと思っておりまして、もちろんその後また、人口増加に変わるとかいうこともあるかと

は思いますが、当座どうするか、それを受け入れてどう価値観やまちの在り方を変えるか

ということが重要になるかと思っております。 

 そうした中で全部の都市のインフラなり交通の仕組みを完全に維持するということは不

可能な中でも、例えば地域の事情をよく知るコミュニティデザイナーみたいな人が配置さ

れたら、お互いに共助で何とかしていける部分もあるかと思います。私も普段空き地の暫

定利用として、コミュニティガーデンなどを整備しているプロジェクトなどをよく見てい

ますけれども、地域の住民の皆さんが楽しく、老若男女交流しながら、地域の在り方を積

極的に考えるということをやっておられます。そういったことを当座重要視しつつ、どう

うまくこれからの劇的に変わる社会を受け入れていくのかというのを考えられるといいの

かなと思いました。 ２つ目はコンパクトシティのところですが、私も何か図がずっと変

わらないなというのが気にかかっていました。 

 昨今、欧米のほうのトレンドを見ておりますと、１５分都市に代表されるような各地域

の中での用途混合の在り方とか、あと交通の在り方、徒歩や自転車中心へのシフトなども

非常に注目されているかと思います。そういったところも取り入れられるといいかなとい

うのは感じました。 

 また、コンパクト化していく中で縮退していく部分のデザインをどうするかということ

も気にかかっております。そこにおいては放っておいたら理想的な自然が再生するわけで

はないので、うまくグリーン社会の実現も絡めて、どのように誰がグリーンインフラを挿

入していくのかみたいなところも、考えられるといいかと思いました。 
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 あと最後、これからＫＰＩを検討されるということなのですけれども、グリーンインフ

ラに関しては、公園の整備数とか、単純な整備数とかだけではなくて、質的な要素も考え

ていただけるとありがたいと思っております。洪水のリスクが高いところでの公園の整備

数であったりとか、実際に民間との連携が必要な公園というのはどういうカテゴリーの公

園なのかといったようなところで、整備数を評価していけるといいかと思いました。 

 以上になります。 

【小林部会長】  二村委員、お願いします。 

【二村委員】  東京女子大学の二村でございます。 

 環境と物流、２本でいきたいと思いますが、対象分野を絞りますと実はソフトとハード

の一体性が増すということでございます。 

 まず、環境に関してということでございますが、カーボンクレジットというキーワード

がございましたけれども、今後ＧＸリーグがさらに進んでいって、経済的手法がどんどん

進化を遂げていくだろうという中、この分野における変化をとらえた適切な対応が必要か

と思います。例えば事業者の指導、助言、追加的な措置等をすべきであろうと考えるとこ

ろです。 

 また、気候変動の適応の関係で、気象庁の気象情報の高度化というような情報がござい

ましたけれども、今までの計画部会の記載の中に気象庁の仕事がダイレクトに入ってきた

ことというのはあまりなかったのではないかなと思います。以前気象庁の方が、次期の衛

星の投資について非常に悩んでいらしたというのを思い出されますが、必要な投資を心配

なく計画的に行えるようにしていただきたいと思うところです。 

 それから、気候変動は、非常に大きな脅威なわけですけれども、関連する技術、つまり

環境に関する技術に日本は長けております。例えば、海事系の話でいきます造船の技術に

おいて環境危機は、我が国にとってはある意味プラス、いいチャンスになるかもしれない。

また港湾のカーボンニュートラルポートの推進についても、これは国際競争力を高めるよ

うなきっかけにもなるということで、前向きにとらえることも必要かと思います。以上環

境に関してです。 

 もう１点、物流に関しまして、事業者・産業・自治体の壁を越えた連携・協働が、非常

に重要かと思います。個社の連携、すなわち産業内の横の関係、それからサプライチェー

ンの上下の関係、うまく連携をしながら、効率化に努めていただきたいものと思うところ

です。 
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 また、物流事業にとりまして、インフラは前提となるところです。現在実際に動いてい

るような事業、例えば成田空港の機能強化。また新湾岸のほうも事業化を目指して、現在

議論が進んでいるところでございますけれども、このような計画や事業が進んでいるとこ

ろには、未来志向の魅力的なインフラの計画を積極的に盛り込んでいく。これが非常に大

事かと思います。 

 また、それほど大きな事業ではなくても、物流を前提としたまちづくり、都市計画とい

うものも今後あっていいのではないかと他所で議論しているところでございます。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  水谷委員、お願いします。 

【水谷委員】  改めまして、東京都市大学の水谷と申します。本日からお世話になりま

す。私は専門とするところが空間情報とか都市計画と呼ばれる分野でして、それこそ社会

課題の解決に向けて、新技術・ＤＸという文脈の中でもあったようなそういったデータと

かをいろいろ活用してあげて、ＡＩとかそういったもので効率的にそういった課題を解決

できるにはどうしたらいいかという研究を進めさせていただいているところでございます。 

 そういった観点から意見させていただければなと思うところでございまして、大きく

２点ございます。 

 １点目が、今井委員からもありましたけれども、新技術、ＤＸでのデータの話、データ

数とか、そういった文脈のお話になります。 

 昨今、ＰｒｏｊｅｃｔＬＩＮＫＳですとかＰＬＡＴＥＡＵ、それから国土交通プラット

フォームですとか、そういった意味で、今の時代のインフラというものがどんどん出てき

ているというところで、整備も非常に進められていて、私もヘビーユーザーだったりして

いるところでございます。ただ一方でそういった意味でどんどんデータが出てくるという

ところで、データをつくって提供するというところの第１フェーズがだんだん終わりつつ

あるのかなという中で、次に見なければならないところとしては、ＫＰＩのところがそう

ですけれど、供給側の視点でなく需要側の視点をもう少し盛り込まれたらいいのかなと思

っているところでございます。 

 どういうことかと申しますと、それこそデータ数のところはＫＰＩに定められていて、

データがいっぱいあればとか、そういったプラットフォームがあればというところがある

のですけれども、私も自治体さんとお仕事させていただくこととかが多くありまして、聞

いてみますと、データはあるのですけど、では、うちの自治体の中で実際どう落とし込ん
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でいいかがよく分からない。もっと申し上げれば、例えば交通ですと、事業採算性が合わ

ないということになれば、データだけで見ると運行できないと。でも運行させなければな

らない場合もあるとなったら、住民からのアンケートベースで議論しなければならない。

ただアンケートは従前のアナログ的なものでやってきていて、データの部分だけがどんど

ん進んできているので、ここのギャップがかなり大きくあるというところで、では、従前

どおりでいいかというと我がこととしてするときにどうしたらいいかがよく分からないと

なって、主観の部分と客観の部分を両方見られるようにしてほしいんだという話とかもお

伺いしていたりとかします。 

 といったように、需要側の御意見をお伺いしないと、データとかそういったプラットフ

ォームはどんどん出てくるのだけれども、使われないということになってくるので、ぜひ

そういった視点も入れていただけるといいのかなと思っております。 

 ２点目は引き続きにはなりますけれども、スタートアップの言及があったかと思います。

私もまだ昨年に立ち上げたばかりで、いろいろと苦労しているところとか、面白さも感じ

ているところでございますけれども、そういった関係でいろんなスタートアップの事業者

様の、学生ベンチャーの社長さんですとか、創業間もない方とお話しする機会もあるので

すけれども、かなり技術としてto G向けに提供できるようなものをお持ちだったりして、

ぜひそういったところを出されたらどうですかというお話をしてみますと、そういったス

タートアップが最初出ていくとしたら、技術コンペとかからになるかと思うのですけれど

も、技術コンペ、なかなか額が小さかったりとか、いろいろ制約がある中でとなると、ど

うしても体力切れが起きてしまうとなると、やっぱり民間さんと一緒に取り組みたいんで

すというお話を伺っていて、そうすると実際いい技術を持っているのに、なかなか県とか

基礎自治体レベルまで落とし込んでいけないというところがかなりあるのかなと思ってお

りまして、ぜひそういった意味で、そのような方々のヒアリングですとか需要みたいなと

ころ、どういったところで困っているのかとかもぜひヒアリングしていただいたりとかし

て、どんどんそういった意味でスタートアップが増えてきているところの新しいこの仕組

みについて検討いただくとか、そういったところの指針を御検討いただけるとありがたい

なと思っているところでございます。 

 以上になります。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 お待たせいたしました、オンラインの委員の方々。藤田委員、坂井委員、谷口委員が挙
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手されております。この順番でお聞きしたいと思いますが、まず藤田委員、お願いします。 

【藤田委員】  ありがとうございます。藤田と申します。 

 コメントは資料１の５ページ目のところと、資料３の１３ページのところですが、まず、

資料１の５ページのところで、先ほど中北委員からも流域治水の話が出ていましたが、こ

こに書いてあることはもちろん国交省のことなので、国交省の管轄のことについて河川整

備をどうしていくかとか、そういうことが書いてあるのですが、流域治水ですので、全体

で、流域の方全員でどうされているのかというところがないと、真に流域治水がどう進ん

でいるかよく分からないので、ぜひ国交省のほうで全体的なところを取りまとめて、国交

省だけではなくて全体でどれぐらい進んでいるかということを総括していただくというの

が非常に大事かなと思いました。 

 それから、同じくこの資料では、いわゆる防災に対して強くするというようなことが、

機能強化が幾つか書かれています。これはもちろん大事なことだと思います。一方、２番

目に復旧・復興のことも書いてあるのですが、復旧・復興のことがあまり述べられていな

いなということが少し気になりました。災害は、特に大規模な災害になればなるほど防ぎ

切れないところがありますので、そのときは復旧・復興が非常に大事なことになってくる

と思うので、大規模災害、これは洪水だけではなくて地震、または噴火、そういったハザ

ードに対して起こる大規模な災害に対して、災害後の初動調査から対策まで、そういった

ことをどうしていくのかというような、体制の強化をしっかりつくっていかれるのがいい

と思いますし、能登の場合には地震と洪水が、地震の半年後に洪水が起こったということ

で、少し複合的な要素もあるということですから、そういうことも含めて、少し整理して

いただけないかなと思いました。 

 また、もう一つは交通のほうの資料３の１３ページです。能登災害のことが少し書かれ

ていまして、気になって読んでいたのですけれども、能登災害でいろいろな能登の地域の

交通体制の弱点みたいなものが、いろいろ検討されて明確になってきたのではないかなと

思うのですが、これは能登だけではなくて、全国的にこういう大災害のときの交通体系と

しての弱点を今のうちに調べ上げておくことが大事であり、できるところからそういった

ものに対策をしていくことも大切ですので、能登半島の災害を契機に、全国的にそういう

交通体系の弱点というものを調査していただきたいなと思いました。 

 以上３点です。よろしくお願いします。 

【小林部会長】  それでは坂井委員、お願いします。 
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【坂井委員】  私からは社会資本整備重点計画の全体について１点、また、新たなイン

フラ方針について２点申し上げたいと思います。 

 社会資本に加えて、社会関係資本の重要性ということにも触れていただいてはと思って

おります。災害発生時の対応として、地域の社会関係資本を活用した避難、もしくはエリ

アマネジメントといった新たな共によるエリアのマネジメントといったことが言われてい

ます。既にロンドンでは、この社会関係資本の状況、つまり地域施設の使われ方と社会関

係資本の関係性ということを鑑みながら、管理運営の再構築をするというようなことが進

んでいるところです。ですので、冒頭のところかどちらかに、この社会関係資本というこ

との今後の重要性についても入れていただきたいということが１点目です。 

 ２点目以降は新たなインフラ方針についてです。事業の計画の段階のみならず、整備後

の管理、再構築に及ぶその時間軸を持ったマネジメントの方針を示すということは非常に

重要であると思っています。他方で、その実装についてはしっかりとロードマップを描い

ていただきたい。つまり、国と自治体の役割分担ということでは、国の役割としては、仕

組みの構築というものは欠かせないと思っています。 

 「伴走する支援体制の構築」というところにも書いてあることを具体的に進めていただ

きたいと思います。例えば、近年、エビデンスベースの施策ということが言われています

けれども、多くの自治体で個別に行うというよりは、国がそのデータ分析をして広く展開

する。もしくは国からいろいろな施策や助成が出ますけれども、そういったものが自治体

の職員不足という状況の中で、運用もしくは申請に苦慮する自治体も今後増えていくと思

います。そういった自治体に対する技術支援、情報提供、こういうことを行う体制の構築

が重要と思っています。 

 実装ということでの２点目ですけれども、この方針を進めるには複数部局との連携が欠

かせないということです。例えばここにある地域の住民などの参画というのがありますけ

れども、これは多分に市民活動に精通しているような部局との協働だとか、現場ではそう

いうことになると思います。なので、国として、この自治体で協働を進めるためには、こ

の方針がどのような位置づけにあるのかというようなことを明らかにしていくのが必要で

はないかと思います。 

 もう既に既存のインフラの維持管理に言及したインフラ長寿命化基本計画とか、総務省

の公共建築を主に対象にした公共施設等総合管理計画など、いろいろな計画があります。

こういったものとはもちろん違うものなのですけれども、そういったものとどのように共
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存し、複数の部局と一緒にやっていくのかということを、国からも自治体のほうにしっか

りと伝えていく必要があると思っております。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 谷口綾子委員、お願いします。 

【谷口（綾）委員】  御説明ありがとうございました。 

 まず、社会資本整備重点計画について、大きな目標をウェルビーイングの向上としてい

る部分に大きく共感しましたというのと、資料１の３ページ目の最下段に、インフラへの

国民一人ひとりの理解醸成と書いてあるのですが、ここを理解だけではなくてもっと感情

として、インフラとかそれを支える営みに対する敬意、感謝も醸成したいと感じておりま

す。家田先生が指摘されたこととほぼ同じ内容になってしまうかもしれないのですけれど、

インフラをナラティブとして語り継ぐこと、橋がつながる、道がつながる、トンネルでつ

ながるとか、洪水が減るというのがどれだけ喜ばしいことだったか、普請というのは役所

だけではなくみんなでやるもので、みんなで大事にメンテナンスしつつ使うものだといっ

たこともエッセンス的に書き込んでいただきたいです。 

 ２つ目は交通政策基本計画なのですが、資料３の２ページの全体の図で、これは前から

こうなっていたので今さらではあるのですが、基本政策Ｄが支えるような感じになってい

ます。しかし、新技術を活用することは目的とか目標ではなくて、単なる手段だと思うの

です。この手段を方針としてわざわざ上げること、これに違和感があります。 

 それともう一つ、３ページ目の１つ目の四角で、人口減少が地域公共交通の需要減少に

つながっているかのような記載があります。しかし地域公共交通の衰退は、例えばバスな

ら１９７０年からずっと減り続けていて、日本の人口減少は２０１０年くらいからなので、

事実誤認しているようにも感じられます。人口減少は地域公共交通衰退の一因にすぎず、

主な要因であるモータリゼーションの負の影響をどう評価し、ネガティブスパイラルをど

う逆回しするかということを考える必要があると思います。 

 それから先ほども会場でどなたか指摘されていたのですが、５ページ目の交通空白の主

要因は、モータリゼーションだと思います。自家用車利用をどう考えるか、モーダルシフ

トシフトをどう進めるか。そこにほとんど触れずに目の前の課題にパッチを当てているだ

けに見えるので、こういうことを続けていっても抜本的な解決にはつながらないと考えま

す。 
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 同じように、６ページも、「×交通」とあるのですけど、その交通というものにほとんど、

自家用車が含まれていないイメージがあって、それ自体相当大きな問題ではないかと思い

ました。 

 今申し上げたその基本方針については、大きな流れはすぐ変わらないことは理解してい

るのですけど、こういう発言があったということを議事録に残すという意味でも発言させ

ていただきました。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 では金本委員、お願いします。 

【金本委員】  金本でございます。よろしくお願いいたします。 

 ２つほどお話をしたいと思います。一つは人口減少に対して、これは悪いことなので何

か対応しますというトーンなのですが、全体として見れば日本は狭い国土にたくさんいて

住宅も大変だという議論を、私自身はずっと聞いてきた訳です。それが少し改善されると

いう意味もあるというところで、これまでも地方では人口が減ってきてどうこうという話

があったのですが、人口が減ってきて、よりゆったりすることの利点を生かすという発想

が全くなかったということが大きな問題かなと思っています。 

 端的に言えば住宅も余るので、余ればよくないと思うのか、でも、もっとゆったり住め

るようになるはずで、それをどう活かしていくかという発想も必要かなと思いました。 

 もう一つがＤＸとかＩＴとか新技術とかそういう話で、これについてもう２０年ぐらい

日本は世界で立ち後れているという認識、先ほど家田委員からもございましたけれども、

この認識をちゃんと持って本気で取り組まないと、これからずるずるいってしまうという、

そんなことだと思います。その面で、今回細かいことも含めていろんなことが書かれてい

てそれはそれで非常にいいのですが、それら全体を流れる、やる気がどういうふうにあっ

て、それを実現するために本当にこれでできるのかといったことについても、なかなか回

答は難しく、私も持ち合わせているわけではないですが、これからしっかり考えていって

いただきたいなと思っています。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 秋池委員、お願いします。 

【秋池委員】  大変充実した内容だと感じております。皆様から既に御意見が出ている
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ところでありますが、人口減少であったり、そういった中でのインフラの維持、また働き

方の変化による人の不足をどう補っていくかということが、もう少しはっきり出ると、よ

りこの内容が伝わりやすいし、社会に対して動かしていくということにつながるのではな

いかと思います。 

 様々な方と様々な場面で話をしていると、共通した問題意識が点のような状態で語られ

ることが多いのですけれども、今回の資料は、網羅性を持ってこれらが表現されていると

いう意味において、非常にすぐれていると感じています。 

 一方、それがゆえに少し分かりにくくなるという、専門家が読めばすごくよく分かるも

のなのですが、一般の方に伝わりにくいということも出てきてしまうかもしれないので、

もう少し骨太に訴えられるようなものもあると、より多くの方に伝わるのではないかと思

います。 

 インフラについては社会を動かしていかないと予算もつきません。だからといって同じ

ものを復元するのがインフラの維持ではないと思っております。また、優れた人材が、そ

れは企画をするような人から経営する人から、実際に前線で動いてくださる方も含めて、

日本のインフラとそれから物流その他の質の高さを維持することは、やはりこの先の社会

においても非常に重要だと思っておりますので、そういったところが訴えられればいいと

思います。 

 とりわけこの物を運ぶということは、取引先から買いたたかれるということによって人

が離れていってしまったり、一生懸命やっている方が過剰に苦労したりということもあり

ますので、そういったことがなくて、みんなが幸せに働いてくださる、お客様もうれしい

し、その受益を御理解いただけるような訴えができるとよろしいと思っております。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 一通り委員の先生方の御意見をお聞きしました。 

 竹内部会長、よろしくお願いします。 

【竹内部会長】  竹内でございます。 

 発言の機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 計画を両方拝見しまして、非常に労作といいますか、本当に苦労の結晶だなということ

で、まとめてくださったことに敬意を表したいと思います。その上で、１点か２点お話し

申し上げます。 
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 一つは経済安全保障の観点の点、きちんと言及されていて、書かれていることは本当に

いいことだと思いますし、大事なことだと思っています。ただ中を見てみますと、例の名

古屋港の話、サイバーセキュリティの話があったりとか、それから交通のほうも、航空で

あったりとかそれから鉄道が心配だからこれを何とかしましょうとは書いてあるのですが、

落ちているのは高速道路です。NEXCO中日本で障害があって、あれはもちろんサイバーセキ

ュリティの話ではないのですけれども、ただ、あれと同様なことで当然外国から攻撃を受

けることあり得るわけですから、1つの交通機関としてそこが落ちているのはどうかと思

うので、そこも入れて網羅的にやっておいたほうがいいのではないか、と思ったのが１点

目でございます。 

 それからもう１点目は観光の話で、もちろん６,０００万人という数字が掲げられてい

るので数をとにかく運びましょうということ、これは当然大事なことなのですけれども、

そろそろ量よりも質に向かって行かなければいけない。いかに高付加価値を持つ、お金を

落としてくれる方を運ぶか。そのためのサービスをどう提供するかという点の考え方も今

後大事かと思います。 

 なかなか具体的には言いにくいこともあるかもしれませんが、実際に例えば今、荒木委

員がいらっしゃいますけど、富良野線なんて訪日外国人客がたくさん乗っているけれども、

地元路線にお金が行ったことにならない。どうしてかというと、訪日外国人方々はジャパ

ン・レール・パスを使っているから、すごく利用量が多い割には収益に結びつかないとい

う、そんな例もあります。この文脈ではこれは適切な事例ではないかもしれませんが、と

にかくそういう、数だけ運ぶのではなくて中身をどう検討するかということをそろそろ考

え始めるという、その萌芽的な部分でもよろしいですが、何か書いておくといいのではな

いかなと思いました。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  御苦労さまでした。 

 皆さんの、委員の御意見をいろいろお聞きいたしました。 

 ＫＰＩを用いて計画を進めていくという背景には、誰が計画を進めるのかという主体が

明確になっているように思います。その一方で、連携とか協業とかいう言葉がいろいろ出

てくるのですけれども、それに関しても誰が連携するのか。連携を進めるリーダーが存在

しない限り、自生的に連携が進むわけではありません。そのことの重要性を認識する必要

がある。日本の国土像として自律分散型社会が想定されていますけれども、その中でどの
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ようにコーディネーションしていくのか。いろいろな新しい制度設計が必要になってくる

のだろうと思いますけれども、そこを果敢にやらないとこの国は変わらない。いつまでた

っても同じことを繰り返すだけだという自戒を常に持っておかないと駄目だなということ

を、皆さんのお話をお聞ききして思いました。さらに、新しい試みがいろいろ出てきてい

るので、それを積極的に評価するメカニズムが必要です。計画部会はそういう評価を積極

的に取り上げていく場でもあると思うのです。 

 おおむねいろんな先生方からの御意見がいろいろありましたけど、事務局のほうから、

今の中で何か発言されたいことがもしありましたら、いかがでしょうか。 

【社会資本整備政策課長】  ありがとうございます。 

 大所高所から御意見賜りましたので、しっかり受け止めて、次の計画本文素案につなげ

てまいりたいと考えております。 

 少しお時間ありますので、本日いただいた御意見について、５つの点からコメントさせ

ていただければと思います。 

 まず、一つは交通計画と社重点との連携の在り方、一体的な示し方ということで、家田

委員から大変貴重な御意見を賜りました。次回に向けてしっかりと考えてまいりたいと思

っております。 

 また、人口減少に関連する受け止めにつきましては、新保委員、金本委員からも、貴重

な意見賜りました。私どもに欠けている視点かと思いますので、再考させていただきたい

と思います。 

 また、インフラの役割については、これは次の計画部会でもお示しする計画本文素案の

「はじめに」の部分などとも関連する部分かと思いますが、谷口委員、坂井委員から、例

えば社会関係資本であるとか、インフラへの敬意といった、貴重な御意見も賜りましたの

で、しっかりと検討に生かさせていただきたいと思います。 

 また、本日お示ししている資料の段階では、まだ不足していると感じていた部分として

今回の計画の断面で何がどう変わるのかというところの打ち出し方はまだ弱いと感じてお

りまして、中北委員から発言いただいたように、今の断面でどう変わっているかというと

ころをしっかり強調させる、こういった視点も次の計画部会に向けてしっかり反映してま

いりたいと考えております。 

 最後になりますが、データの関連の活用ということでも、今井委員、水谷委員から大変

貴重な視点をいただいたと思っております。私どもはデータをどう整備したかのような数
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にとらわれがちではあるのですが、さらにその先の視点として、その認知であるとか利用

の状況、さらにその成長、発展していく過程に目を向けるべきという貴重な御意見も賜り

ましたので、これも計画素案に向けてしっかり生かさせていただきたい、このように思っ

ております。 

 本日は大変貴重な御意見を賜り、ありがとうございました。 

【官房参事官（交通産業）】  せっかくですので、全て大変貴重な御意見ですので、よく

整理して計画の素案、骨子案のほうにも反映を進める作業をこれからしていきたいと思い

ます。社会資本整備重点計画との両輪のメッセージ性のところについては、非常に私も大

事な御指摘だと思いますので、どういう形で両者の共通性だとかメッセージが出せるのか

ということはよく踏まえていきたいと思います。 

 そういう共通メッセージの中の一つの多分重要な要素であると思うのが、担い手の問題

だと思っております。今日、人口減少ですとかあるいは担い手の課題は、メッセージとい

うところについてたくさんいただいたと思います。特に担い手の方がしっかり魅力を感じ

て働ける環境づくりというのは非常に大事だということが、本来であれば、昔からそれは

ずっとつながれてきたはずでございますけれども、これほどそのことについて意識を向け

ざるを得ない状況というのはこれまで歴史上なかったのだと思いますので、そういったと

ころのメッセージを出せるようなものにできればなと思っているところでございます。 

 簡単ですが、以上でございます。 

【小林部会長】  ありがとうございます。進行をお返しします。 

【交通政策課企画室長】  小林部会長、ありがとうございました。 

 本日の計画部会の閉会に当たりまして、国土交通省大臣官房公共交通政策審議官の池光

より御挨拶申し上げます。 

 池光公政審、よろしくお願いいたします。 

【公共交通政策審議官】  公共交通政策審議官の池光でございます。 

 委員の先生方には、大変長時間にわたりまして御参加いただきまして、多岐にわたる御

意見、御指摘を頂戴しましたこと、改めて御礼を申し上げたいと思います。ありがとうご

ざいます。 

 ２月に計画部会を開催させていただいて、あのときはまだまだ内容が不十分なところも

多々ありまして、いろいろ激励に近い御指導を賜って、それを踏まえて、今回大分具体化

できたところもあったかなと思っておりましたけども、今日は今日でまた、いろいろとま
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た非常に有意義な御意見を賜って、我々もまだまだ足りないところがあるなと感じた次第

でございますし、また今日いただいた意見を可能な限り今後の素案の作成に反映をさせて

まいりたいと思っております。 

 この社重点と交通政策基本計画は、今後５年間の国土交通省のまさにインフラと交通と

いう基本中の基本の政策をまとめたもの、これは閣議決定をしてまいりますので、政府の

方針にもなります。そういう意味では、いろいろ様々な方から見ていただいて、なるほど

と思われるものに我々もしたいと思いますし、逆に言うと、きちんと達成できるような中

身、御理解していただける中身にもしてまいらないといけないと思っておりますので、今

日いただきました意見も踏まえまして、全体的にいい形になるように、引き続き検討させ

ていただきたいと思います。 

 今日は長時間にわたりまして、ありがとうございました。 

 引き続きよろしくお願いします。 

【交通政策課企画室長】  それでは、本日の議事は以上です。 

 小林部会長、竹内部会長、委員の皆様方、ありがとうございました。委員の皆様にはこ

れからも引き続き御指導いただくこととなりますが、よろしくお願いいたします。 

 最後に事務局より連絡事項を申し上げます。本日の計画部会の議事録につきましては、

後日、委員の皆様に内容の御了解をいただいた上で、国土交通省のホームページにて公開

いたします。 

 以上をもちまして、本計画部会を閉会いたします。本日は熱心な御議論をいただきまし

て、ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


